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平成15 年３月期　　　　　　　　　　個別財務諸表の概要　　　　　　　　平成15年５月９日

上場会社名　　株 式 会 社 エ ス ケ イ ジ ャ パ ン               　　　　　                   上場取引所   東証・大証（第二部）

コード番号　　７６０８  　　　　　                        

（ＵＲＬ　http://www.sk-japan.co.jp）　　　　　　　　　　　                       本社所在都道府県     大阪府  

問 合 せ 先     　　責任者役職名　　 取締役管理部長

　　　　　　　氏 名      　　 川 上   　　　優  　　 　　　　　　　　　　　

Ｔ Ｅ Ｌ           (06) 6765-0670

決算取締役会開催日　　平成 15 年５月９日 　　　　　　              中間配当制度の有無　　有

定時株主総会開催日　　平成 15 年６月 20 日 　　　　　　　　　　     単元株制度採用の有無　有（１単元 100 株）

１．15 年３月期の業績（平成 14 年４月１日～平成 15 年３月 31 日）

（１） 経営成績　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（注）記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。

売 上 高     　(対前期増減率) 営 業 利 益     　(対前期増減率) 経 常 利 益     　(対前期増減率)

15 年３月期

14 年３月期

百万円　　　％

　　　　　6,816　　（23.4）

　　　　　5,523　　（25.5）

　　　　　　百万円　　　％

　　　　　540　　（19.9）

　　　　　450　　（39.7）

百万円　　　％

　　　　　524 　 （19.5）

　　　　　438　  （35.2）

当 期 純 利 益       

(対前期増減率)

１ 株 当 た り       

当 期 純 利 益       

潜在株式調整後

1株当たり当期純利益       

株 主 資 本      

当期純利益率

総 資 本      

経常利益率      

売 上 高      

経常利益率      

15 年３月期

14 年３月期

百万円　％

　　　　285　（19.6）

　　　　238　（43.4）

　　　円　　銭

    61    98

  70　  96

　　円　　銭

 61   13

 70　 38

％

14.6

13.7

％

16.9

16.2

％

      7.7

      7.9

   （注）①期中平均株式数　　   15 年３月期　　 4,451,046 株     14 年３月期 　 3,367,133 株
②当社は、平成 14 年 5 月 20 日に株式を 1 株につき 1.3 株の割合をもって分割しております。

③会計処理の方法の変更　　無

（２） 配当状況

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金              

中　間 期　末

配当金総額      

（年　間）
配 当 性 向     

株 主 資 本

配 当 率

15 年３月期

14 年３月期

　　円　　銭

16　  00

13　  00

　　円　　銭

6　  00

6　  00

　　円　　銭

10　  00

 7　  00

       百万円

71

44

％

24.9

18.5

％

      3.4

2.4

　 （注）15 年３月期期末配当金の内訳　　　普通配当　6 円 00 銭　　記念配当　４円 00 銭

（３） 財政状態

総　資　産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

15 年３月期

14 年３月期

　　　　　百万円

3,287

2,931

　　　　　百万円

2,077

1,848

　　　　　％

63.2

63.0

　　　　　円　　銭

       462    60

       540    18

   （注）①期末発行済株式数　　 15 年３月期    4,469,391 株     14 年３月期    3,421,455 株
②期末自己株式数　　　 15 年３月期        5,033 株     14 年３月期          910 株

③当社は、平成 14 年 5 月 20 日に株式を 1 株につき 1.3 株の割合をもって分割しております。

２．16 年３月期の業績予想（平成 15 年４月１日～平成 16 年３月 31 日）

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金              
売 上 高 経常利益 当期純利益

中　間 期　末

中 間 期       

通  期       

百万円

3,332

7,180

百万円

241

567

百万円

 131

 309

　　円　　銭

 6　  00

   －

　　円　　銭

－

   6  　00

　 円　　銭

－

  12　  00

　 （参考）１株当たり予想当期純利益(通期)　69円18銭

　　※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき、当社が判断したものであり、実際の業績はこれらの予想数値

と異なる場合がありますことをご承知おき下さい。なお、上記予想の前提条件、その他の関連する事項につきましては、決

算短信（連結）添付資料６ページをご覧下さい。
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１．個 別 財 務 諸 表 等          

(1)貸 借 対 照 表        （単位：千円）

第 １ ３ 期     
（平成14年３月31日現在）

第 １ ４ 期     
（平成15年３月31日現在）

比較増減

（△印減）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

（資産の部） ％ ％

Ⅰ 流 動 資 産       

１．現 金 及 び 預 金          777,142 920,460 143,317

２．受 取 手 形          236,805 160,771 △  76,034

３．売 掛 金          664,148 826,550 162,401

４．商 品          78,997 170,197 91,199

５．前 渡 金          19,941 6,053 △  13,888

６．短 期 貸 付 金          54,500 19,980 △  34,519

７．前 払 費 用          1,997 1,595 △ 　　402

８．繰 延 税 金 資 産          23,948 42,516 18,567

９．そ の 他          3,461 24,244 20,782

　貸 倒 引 当 金         △  8,863 △ 15,175 △   6,311

流 動 資 産 合 計           1,852,080 63.2 2,157,193 65.6 305,113

Ⅱ 固 定 資 産       

(1)有 形 固 定 資 産          

１．建 物         284,995 316,614 31,619

２．車 両 運 搬 具         6,745 8,415 1,669

３．工具、器具及び備品 7,931 6,148 △   1,783

４．土 地         469,612 469,612 －

５．建 設 仮 勘 定         30,000 － △  30,000

有 形固定資産合計          799,284 27.2 800,791 24.4 1,506

(2)無 形 固 定 資 産          

１．営 業 権         12,000 9,000 △   3,000

 ２．電 話 加 入 権         5,244 5,382 137

無 形固定資産合計          17,244 0.6 14,382 0.4 △   2,862

(3)投 資その他の資産          

１．投 資 有 価 証 券         82,650 80,736 △   1,914

２．関 係 会 社 株 式         10,000 40,000 30,000

３．出 資 金         8,800 8,350 △     449

４．関係会社長期貸付金 8,000 5,500 △   2,500

５．破産債権･更生債権等         11,985 14,701 2,715

６．長 期 前 払 費 用         1,740 1,360 △     380

７．保 険 積 立 金         122,085 146,856 24,771

８．繰 延 税 金 資 産         30,150 30,559 408

９．そ の 他         6,510 7,429 919

　貸 倒 引 当 金        △  18,735 △  20,201 △   1,465

投資その他の資産合計 263,187 9.0 315,292 9.6 52,104

固 定 資 産 合 計           1,079,717 36.8 1,130,465 34.4 50,748

資 産 合 計           2,931,797 100.0 3,287,659 100.0 355,861
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（単位：千円）

第 １ ３ 期     
（平成14年３月31日現在）

第 １ ４ 期     
（平成15年３月31日現在）

比較増減

（△印減）

期　　別

科　　目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額

（負債の部） ％ ％

Ⅰ 流 動 負 債       

１．買 掛 金          448,997 738,034 289,036

２．短 期 借 入 金          176,856 66,000 △  110,856

３．一年以内返済予定長期借入金          51,492 11,702 △   39,790

４．未 払 金          109,698 103,067 △    6,631

５．未 払 費 用          21,253 21,929 675

６．未 払 法 人 税 等          147,429 144,391 △    3,037

７．未 払 消 費 税 等          23,993 20,686 △    3,306

８．預 り 金          8,166 3,265 △    4,901

９．賞 与 引 当 金          26,017 26,716 699

10．そ の 他          1,042 4,389 3,347

流 動 負 債 合 計           1,014,946 34.6 1,140,182 34.7 125,236

Ⅱ 固 定 負 債       

１．長 期 借 入 金          22,438 10,736 △   11,702

２．退 職 給 付 引 当 金          46,212 59,217 13,005

固 定 負 債 合 計           68,650 2.4 69,953 2.1 1,303

負 債 合 計           1,083,597 37.0 1,210,136 36.8 126,539

（資本の部）

Ⅰ 資 本 金       341,852 11.7 － － △　341,852

Ⅱ 資 本 準 備 金       373,214 12.7 － － △　373,214

Ⅲ 利 益 準 備 金       12,000 0.4 － － △ 　12,000

Ⅳ その他の剰余金

(1)任 意 積 立 金         700,000 － △  700,000

(2)当 期 未 処 分 利 益         421,519 － △  421,519

その他の剰余金合計           1,121,519 38.2 － － △1,121,519

Ⅴ 自 己 株 式       △     385 △ 0.0 － －    385

資 本 合 計           1,848,200 63.0 － － △1,848,200

Ⅰ 資 本 金       － － 343,804 10.5 343,804

Ⅱ 資本剰余金

１．資本準備金 － 375,166 375,166

資本剰余金合計 － － 375,166 11.4 375,166

Ⅲ 利益剰余金

１．利益準備金 － 12,000 12,000

２．任意積立金 － 900,000 900,000

３．当期未処分利益 － 448,807 448,807

利益剰余金合計 － － 1,360,807 41.4 1,360,807

Ⅳ その他有価証券評価差額金 － － 103 0.0 103

Ⅴ 自己株式 － － △    2,358 △ 0.1 △    2,358

資本合計 － － 2,077,523 63.2 2,077,523

負 債 ・ 資 本 合 計           2,931,797 100.0 3,287,659 100.0 355,861



- 25 -

(2)損 益 計 算 書        （単位：千円）

第 １ ３ 期     
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

第 １ ４ 期     
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

比較増減
(△印減)

期　　別

科　　目 金 額 百分比 金 額 百分比 金 額

％ 　　　％

Ⅰ 売 上 高 5,523,947 100.0 6,816,901 100.0 1,292,954

Ⅱ 売 上 原 価 3,944,741 71.5 4,985,457 73.1 1,040,715

売 上 総 利 益 1,579,205 28.5 1,831,444 26.9 252,238

Ⅲ 販売費及び一般管理費 1,128,868 20.4 1,291,269 18.9 162,401

営 業 利 益 450,337 8.1 540,174 8.0 89,837

Ⅳ 営 業 外 収 益

１．受 取 利 息 1,481 1,898 417

２．受 取 家 賃 9,142 9,142 －

３．業 務 受 託 収 入 5,142 5,142 －

４．保 険 解 約 益 3,076 9,944 6,868

５．為 替 差 益 － 2,934 2,934

６．雑 収 入 4,045 607 △   3,437

営 業 外 収 益 合 計 22,888 0.4 29,670 0.4 6,782

Ⅴ 営 業 外 費 用

１．支 払 利 息 6,001 6,313 311

２．貸倒引当金繰入額 6,750 － △　 6,750

３．上 場 関 連 費 用 10,099 31,116 21,017

４．投資有価証券評価損 1,244 2,527 1,282

５．為 替 差 損 3,889 － △   3,889

６．雑 損 失 6,621 5,860 △　　 761

営 業 外 費 用 合 計 34,606 0.6 45,817 0.7 11,210

経 常 利 益 438,619 7.9 524,027 7.7 85,408

Ⅵ 特 別 利 益 － － － － －

Ⅶ 特 別 損 失

１．固 定 資 産 売 却 損          114 889 775

特 別 損 失 合 計 114 0.0 889 0.0 775

税 引 前 当 期 純 利 益 438,504 7.9 523,138 7.7 84,633

法人税､住民税及び事業税 224,248 4.0 256,324 3.8 32,075

法 人 税 等 調 整 額 △  24,674 △ 0.4 △  19,047 △ 0.3 5,627

当 期 純 利 益 238,930 4.3 285,860 4.2 46,930

前 期 繰 越 利 益 202,769 189,669 △  13,100

中 間 配 当 額 20,180 26,723 6,542

当 期 未 処 分 利 益 421,519 448,807 27,287
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(3)利 益 処 分 案          （単位：千円）

第 １ ３ 期     
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

第 １ ４ 期     
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

比 較 増 減     
（△印減）     

　　期　　別

科　　目 金   額       金   額       金 額     

Ⅰ 当期未処分利益 421,519 448,807 27,287

Ⅱ 利益処分額

１．　配当金 23,950 44,693 20,743

２．　役員賞与金 7,900 10,000 2,100

　（うち監査役賞与） (600) (700) (100)

３．　任意積立金

　別途積立金 200,000 200,000 －

　合　　　計 231,850 254,693 22,843

Ⅲ 次期繰越利益 189,669 194,113 4,443

（1 株当たり配当金の内訳）

第 １ ３ 期     
自　平成13年４月１日
至　平成14年３月31日

第 １ ４ 期     
自　平成14年４月１日
至　平成15年３月31日

金   額         金   額         

年 間   中 間   期 末   年 間   中 間   期 末   

円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭 円　銭

普通株式 13.00 6.00 7.00 16.00 6.00 10.00
（内訳）

　普通配当 12.00 6.00 6.00 12.00 6.00 6.00
　記念配当 1.00 － 1.00 4.00 － 4.00
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重要な会計方針

１． 有価証券の評価基準および評価方法

(1)子会社株式および関連会社株式　　　移動平均法による原価法を採用しております。

(2)その他有価証券

 時価のあるもの　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差益は資本の部に、評価差損は当期損失に

計上する部分資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定）を採用して

おります。

 時価のないもの　　移動平均法による原価法を採用しております。

２． デリバティブ等の評価基準および評価方法

時価法を採用しております。

３．棚卸資産の評価基準および評価方法　　　総平均法（月次）による原価法を採用しております。

４．固定資産の減価償却の方法

(1)有形固定資産　　定率法を採用しております。

（ただし、平成 10 年４月１日以降に取得した建物（附属設備を除く）は定額法を採用してお

ります。）

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。

建 物         13 ～ 50 年

車 両 運 搬 具          2 ～  6 年

工具、器具及び備品  2 ～ 10 年

(2)無形固定資産

営業権　　商法の規定による最長期間（５年）で均等償却しております。

５．引当金の計上基準

(1)貸倒引当金　　　　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

(2)賞与引当金    　　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

(3)退職給付引当金　　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（責任準備金）および

年金資産に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

 ６．リース取引の処理方法

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス･リース取引については、通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

 ７．ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法　繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要

件を充たしている場合には、振当処理を採用しております。

(2)ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……為替予約

ヘッジ対象……商品輸入による外貨建予定取引

(3)ヘッジ方針　　　　将来の為替変動リスク回避のために行っております。

(4) 有効性評価の方法　ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、両者の変動額等を基礎にして有効性を

評価しております。

 ８．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理　　税抜方式によっております。
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注記事項

記載金額は､千円未満を切り捨てて表示しております。

（貸借対照表関係）

１． 減価償却累計額

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

有形固定資産       147,677 千円 163,960 千円

２． 担保提供資産とその対応債務

担保に供している資産

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

建 物        217,019 千円 208,428 千円

土 地        379,760 千円 379,760 千円

合 計        596,779 千円 588,188 千円

担保資産に対応する債務

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

短 期 借 入 金        170,136 千円 66,000 千円

一年以内返済予定

長 期 借 入 金        
51,492 千円 11,702 千円

長 期 借 入 金        22,438 千円 10,736 千円

合 計        244,066 千円 88,438 千円

３． 授権株式数および発行済株式総数

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

授 権 株 式 数        普通株式 11,255,460 株 11,255,460 株

発行済株式総数        普通株式 3,422,365 株 4,474,424 株

４． 自己株式

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

自 己 株 式        － 5,033 株

５． 期末日満期手形

期末日満期手形の会計処理については、手形交換日をもって決済処理をしております。なお、前期の末日が金融機関

の休日であったため、次の期末日満期手形が期末残高に含まれております。

　　　　　 第 1 3 期     第 1 4 期     

受 取 手 形        44,770 千円 －

６．当座貸越契約

当社は、子会社の資金需要に応じるため、子会社（㈱サンエスおよび㈱ケー・ディー・システム）に貸付枠を設定し

ております。これらに基づく当期末の借入未実行残高は次のとおりであります。

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

当座貸越極度額の総額 150,000 千円 当座貸越極度額の総額 180,000 千円

借入実行高 50,000 千円 借入実行高 2,480 千円

差引額 100,000 千円 差引額 177,519 千円
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（損益計算書関係）

１．販売費及び一般管理費のうち主要な項目および金額

第 １ ３ 期     第 １ ４ 期     

荷 造 運 送 費        162,463 千円 　　　 206,877千円

広 告 宣 伝 費        65,691 千円 63,216 千円

貸倒引当金繰入額 15,567 千円 18,378 千円

役 員 報 酬        80,566 千円 79,666 千円

給 与 手 当        318,811 千円 376,844 千円

賞与引当金繰入額 26,017 千円 26,716 千円

福 利 厚 生 費        107,691 千円 122,530 千円

旅 費 交 通 費        62,537 千円 70,068 千円

減 価 償 却 費        27,342 千円 27,360 千円

２．関係会社との取引

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

受 取 家 賃        9,142 千円 受 取 家 賃        9,142 千円

業 務 受 託 収 入        5,142 千円 業 務 受 託 収 入        5,142 千円

３．固定資産売却損の内訳

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

車 両 運 搬 具         114 千円 車 両 運 搬 具         889 千円

（リース取引関係）

　リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引

　　１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額および期末残高相当額

有 形 固 定 資 産 そ の 他 第 １ ３ 期     第 １ ４ 期     

取 得 価 額 相 当 額 107,298 千円 45,501 千円

減価償却累計額相当額 86,726 千円 32,760 千円

期 末 残 高 相 当 額 20,572 千円 12,741 千円

（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。

　　２．未経過リース料期末残高相当額

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

1 年 内 7,831 千円 6,631 千円

1 年 超 12,741 千円 6,110 千円

合 計 20,572 千円 12,741 千円

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み法により算定しております。

　　３．支払リース料および減価償却費相当額

第 1 3 期     第 １ ４ 期     

支 払 リ ー ス 料 16,692 千円 7,831 千円

減 価 償 却 費 相 当 額 16,692 千円 7,831 千円

　　４．減価償却費相当額の算定方法

　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。
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（有価証券関係）

前事業年度（自平成 13 年４月１日　至平成 14 年３月 31日）および当事業年度（自平成 14 年４月１日　至平成 15 年

３月 31日）における子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。

（税効果会計関係）

１． 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産（流動） 第 １ ４ 期     

貸 倒 引 当 金          12,190 千円

賞 与 引 当 金          8,578 千円

未 払 事 業 税          12,844 千円

そ の 他          8,903 千円

繰延税金資産合計          42,516 千円

繰延税金資産（固定）

貸 倒 引 当 金          138 千円

退 職 給 付 引 当 金          24,064 千円

投資有価証券評価損          4,902 千円

そ の 他          1,452 千円

繰延税金資産合計          30,559 千円

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった主要

な項目別の内訳

第 １ ４ 期     

法 定 実 効 税 率          42.0%

（ 調 整 ）       

留 保 金 課 税          1.3%
交際費等永久に損金に
算入されない項目          

1.4%

そ の 他          0.7%

税効果会計適用後の法人税等の負担率 45.4%

３．地方税法等の一部を改正する法律（平成 15 年法律第 9 号）が平成 15 年 3 月 31 日に公布されたことに伴い、当事業年

度の繰延税金資産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成16年 4月 1日以降解消が見込まれるものに限る。）に使用した

法定実行税率は、前事業年度の 42.0％から 40.6％に変更されております。その結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負

債の金額を控除した金額）が 1,026千円減少し、当事業年度に計上された法人税等調整額が 1,026 千円、その他有価証券

評価差額金が 2千円、それぞれ増加しております。

【参考資料】

1株当たり指標遡及修正値

決算短信に記載されている 1株当たり指標を 15年 3月期の数値を 100 として、これまでに実施した株式分割に伴う

希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。

14年 3月期 15年 3月期

中間 期末 中間 期末

円　　銭 円　　銭 円　　銭 円　　銭

1株当たり中間（当期）純利益 21  　00 52　  78 21  　95 61　  98

1 株当たり配当金 4  　62 9　  92 6  　00 16　  00

1 株当たり株主資本 391  　03 413　  75 429  　63 462　  60

（注）15年 3月期に株式分割を実施

効力発生日　　平成 14年 5月 20日に株式を 1株につき 1.3 株の割合をもって分割しております。


